
１ 決算の特徴 ２ 決算規模
（1） 決算規模は、前年度に比べ歳入は７．９％、歳出は８．２％の

 増となった。 　

（2） 決算収支では、実質収支は前年度に引き続き黒字となった。

 実質収支比率（標準財政規模に対する割合）は、前年度より

 ０．２ポイント下がり、３．９％となった。 ３ 決算収支
（3） 歳入では、一般財源は２．６％の増となった。これは、市税が

 １．６％の増、普通交付税が１２．２％の増となったことによる。

 特定財源は、区画整理事業補助金及び子ども手当負担金の増など ４  歳　 入
 による国庫支出金の増、区画整理事業補助金及び東京都公立学校

 施設冷房化緊急支援特別事業補助金の増などによる都支出金の増、

 市道整備事業債の増などによる市債の増などにより１４．０％の

 増となった。

（4） 歳出は、義務的経費が４．１％の増となった。内訳では、人件 地方税収入　  16年度 3.1％　17年度 1.9％　18年度 4.9％　19年度 10.4％

 費が０．９％の増、扶助費が７．７％の増、公債費が０．４％の 年度別増減率　20年度 3.6％　21年度 0.2％　22年度△2.7％　23年度 1.6％ 

 減となっている。 ５  歳　 出
　 投資的経費は、４３．４％の増となった。これは、土地区画整

 理事業費、小・中学校普通教室空調設備設置工事請負費などの増

 によるものである。内訳では、補助事業費が８４．７％の増、単

 独事業費が３３．５％の増、その他が都営事業負担金で

 ２６．８％の増となっている。

　 その他経費は、６．７％の減となった。内訳では、物件費が個

 別予防接種委託料の増などにより２．５％の増、積立金が財政調

 整基金積立金の減などにより５３．３％の減となっている。

（5）　財政の弾力性を示す経常収支比率は、前年度と同値の８１．７

 ％となった。これは、歳出の経常経費充当一般財源が人件費、扶

 助費及び公債費の増などにより増額となったが、歳入の経常一般

 財源も市税及び普通交付税の増などにより増額となったことによ

 る。
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49.2％特定財源
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実質収支 6億4,661万円

歳　出

義務的経費 4.1％
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 （5.1％）
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普通会計とは、総務省で定める基準により作成される統計上の会計で、一
般会計と特別会計（公営企業会計を除く）を合算し、重複額等を控除した
ものをいい、稲城市では、一般会計、土地区画整理事業特別会計及び後期
高齢者医療特別会計の一部がこれに該当する。
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